
◇ 市民参加・まちづくり
〇　狛江市緑の基本計画における2029年の目標は緑地率22.8％以上、緑被率26％であり、「水と緑の狛江市」を守るために、樹林地や農地が宅地化される前に緑を公共的に保全することが求められます。気候変動への対応が世界的にも求められる今こそ、東京都と連携しながら、三鷹市の緑の保全地域指定制度や武蔵野市の緑の保全地域優先度マップなどの先進事例を参考に、市として緑の保全を積極的リードすることを要望します。
〇　公園面積の少ない狛江市民にとって和泉多摩川緑地の都立公園化は悲願です。都市型災害なども発生する中、災害時の市民の避難場所の確保は急務であり、帰宅途中の小田急線沿線の都民にとっても必要な防災拠点としての位置づけを東京都と協議すること。水道局、東京都と継続して協議する場が設定されているとのことなので、課題の整理をし、公園フォーラムなどで市民に東京との交渉状況なども公表していくこと。
〇　一人あたり公園面積が約1.48㎡（2029年目標1.61㎡以上）で、東京都内で最下位です。ボール遊びができる場所の確保は長い間子どもたちから求められています。現在水道局用地の一部を狛江市民運動広場として使用していますが、本格的な活用方針決定まで現在隣接する草地のままになっているフェンスで囲まれた用地も狛江市で成長する中高生も含めた子どもの遊び場として使えるように東京都水道局と交渉すること。

〇　公園と遊具の充実について要望がありますが、東京都の配置基準からなくなっている遊具もあるので、新規の公園の時に子ども・市民の声を直接聞く仕組み(QRコード、児童館での聞き取りなど)を作り反映すること。
〇　駒井公園はインクルーシブ遊具を配置して、新しい公園づくりを目指していると思いますが、障がいのあるなしにかかわらない子どもたちの利用、関係づくりをサポートすることが必要です。本格的開園に向けての計画など教えてください。
〇　人にやさしいバリアフリーのまちを目指して、車椅子利用者や視覚聴覚障がい者が暮らしやすいまちへの対応を進めること。

•「狛江市みんなにやさしい生活空間づくり推進補助金」の利用を広く呼びかけ、店舗入口など段差のスロープ化を積極的に進める。
•入口、店内、トイレなどバリアフリーであることがわかるように看板・シール表示することを推奨する

•困っている障がい者への手助けの声かけを市民に呼びかける。

◇ 子ども・子育て支援・教育
〇　「子育て支援センターたんぽぽ」「和泉児童館」「岩戸児童館」「こまっこ児童館」「ふらっとなんぶ」の日曜日の開館を求める陳情が市議会で採択されました。2026年６月より実験的に「開放」として実施。日曜日に「開放」されたことによる喜びの声が聞かれる一方空いている部屋が少ない、スタッフが施設のことをわかっていない、隔週はわかりづらい、同じ施設なのに月曜日から土曜日のように過ごせないなどの不安が聞かれ、使いづらさからに利用者が少なくなっています。市は利用状況や子ども、市民の声を把握し、今後「開放」ではなく月曜日から土曜日と同じように、和泉児童館とこまっこ児童館の毎週の「開館」すること。
〇　地域住民同士の助け合いを広げるためにファミリーサポートのサポーターへの対価を再考すること。サポーター対価は1500円、必要な人が使えるように利用料は500円として差額は市が負担する、などの若い家庭が使いやすいように改善策を検討すること。
〇　学校給食では、安心安全で栄養価の高い低温殺菌牛乳への変更を検討すること。
〇　プレーパークを平日毎日開園できるよう、プレーワーカーを増員するとともに、経験のあるワーカーが継続的に就労できる待遇へ改善すること
〇　不登校の子どもが地域の中で安心して過ごせる居場所を充実させるとともに、見守りのための就労調整など、家庭に生じる負担や孤立を支える仕組みを整えること。

狛江市には、ゆうゆう教室や校内別室などの支援がありますが、それとは別に、学校復帰や学習を目的とせず、子どもが自分のペースで過ごせる地域の居場所や、家庭を支える仕組みが必要。

既存の地域資源や制度を活用し、学校に行っていない子どもも特別視されず、安心して自分のペースで過ごせる支援網を整えこと。

・児童館について、学校に行っていない子どもも平日日中に利用できることや利用条件を、保護者や子どもだけでなく、各児童館の職員にも周知・共有し、どの児童館でも安心して利用できる環境を整えること

・保護者の就労調整や見守りの負担を軽減するため、狛江市の子育て家庭向け訪問型サポートの対象に、小学1年生から6年生までの不登校児を加えること。また、利用上限は288時間とすること

・民間のフリースクール等を利用する家庭に対し、狛江市独自の利用料助成を行うこと
〇　学習障害（LD）など、読み書きに困難のある子どもへの理解と合理的配慮を充実させること。

ディスレクシアなどのLDは困難さが見えにくく、適切な支援につながらないことで、学習の遅れや不登校につながることもあります。

・東京都教育委員会が、学習障害のある子どもの特性やICTを活用した支援方法等をまとめた「LIFT」を、市教育委員会から市内各校へ周知・活用すること。学校や教員によってLDへの理解や支援に関する知識に差が生じないよう学ぶ機会を設け、文章の読み上げ、音声入力やキーボード入力、テストでの読み上げや回答方法の変更など、一人ひとりの特性に応じた合理的配慮がスムーズに行える環境を整えること。

LIFT（東京都教育委員会）

https://www.kyoiku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kyoiku/2025-07-30-193246-183
・通級等とも連携しながら、発達サポーターを通常学級での学習支援にも活用するなど、担任だけに負担を集中させず支援できる体制を整えること。
◇ ジェンダー、人権
2026年公表の世界経済フォーラムのジェンダーギャップ報告書によれば、148カ国中、日本は　政治１２１位、経済１１９位、教育６８位、健康４９位、総合１１７位だ。

日本は男女平等達成率69.2％、女性管理職・役員への登用達成率60.9％とスピードが遅い。

・ジェンダー平等に必要なことはこれだけではないと認識しているが、狛江市庁内での女性管理職・理事などへの達成率を示して、評価、進行管理を実施すること。

・困難な問題を抱える女性への支援に関する法律の具現を狛江市でも実施すること
昨年はまず相談できる体制整備と救済措置の拡充を要望した。その結果として、正規職員として女性相談支援員一名を子ども家庭部に配置したことは評価できる。相談件数は今や年間1,500件余ともきいている。

この女性支援法や東京都、市区町村の基本計画では、発見、相談、心身の健康の回復のための援助、自立して生活するための援助等の多様な支援を包括的に提供する体制を整備することをうたっている。そして困難な問題を抱える女性への支援が、関係機関及び民間の団体の協働により、早期から切れ目なく実施されるようにすること、人権の擁護を図り、もってジェンダー平等を実現することとなっている。

＊まずは6月12月以外の月の夜間相談窓口の増設を実現し、一人一人の複雑な背景や社

  会構造を見極め、支援をすすめること。

＊また官民のチーム・カンファレンスを可能にすると同時に救済から自立までの伴奏支援を充実させること。 

〇　教育機関（市内小学校、中学校）や幼児教育、保育園などと協力して包括的制教育を

実践すること

　

・包括的性教育を幼年期より実践し、子どもの学ぶ権利の保障を求める
包括的性教育は、性犯罪防止という観点だけでなく、人権をベースに、コミュニケーシ

ョンや自己決定ができるようになるために必要な教育だ。

　包括的性教育とは、人権をベースに、からだや生殖のしくみ、リプロダクティブ・ヘル

　ス/ライツの理念、ジェンダー平等、多様な性などを総合的に学ぶ教育のことで、ユネスコが中心となってまとめた「国際セクシュアリティ教育ガイダンス」では、
８つのキーコンセプト　①人間関係　②価値観、人権、文化、セクシュアリティ　③ジェンダーの理解　④暴力と安全確保　⑤健康とウェルビーイングのためのスキル　⑥人間のからだと発達　⑦セクシュアリティと性的行動　⑧性と生殖に関する健康について、教科横断的に繰り返し教えていくことが求められ、包括的性教育の国際指針とされている。

中欧諸国や北欧では5歳児からの体系的で定期的な授業として位置づけることを

法規定している。包括的性教育の実施が法律で義務づけられ、教育と公的支援の充実および官民協働の実践が諮られつつある。
年齢と発達段階に応じて、繰り返し、より深く学習することで、こどもや若者が、健康・ウェルビーイング（幸福）・尊厳を実現するための選択をし、互いを尊重する関係を育み、生涯を通じて自分の権利を守る。そのための知識やスキル、態度や価値観を身に付けていくことができる。

・また子どもや若者がいつでも相談できるユースセンターを身近な地域に設置することを急ぐこと。

・成育医療センターや地域の医療、学校、社会的用語、少年法分野からなど専門家にかかわってもらえるよう検討すること。
望まない妊娠や子どもの性被害・性加害、性搾取や性感染症、若者の自殺の増加にもつながり、対策が急がれる。「プレコンセプション・ケア」を推進しているが、これらは性の学びの断片に過ぎず、包括的性教育の一環として行われてこそ、意義あるものとなる。現在宮崎県宮崎市でモデル校が包括的性教育に取り組んでいるが、2027年度からは

全校で取り組む予定だそうで、参考にしてほしい。

・要望事項

1　学習指導要領の改訂にあたっては、いわゆる「はどめ規定」を撤廃し、「国際セクシュアリティ教育ガイダンス」に準拠した包括的性教育を実施すること

2　前項を実行するため、具体的な実践例の共有を図ること

3　教員研修を実施するとともに、教員の授業をサポートする体制を整備すること

4　児童・生徒が安心して性に関する相談ができるしくみを構築すること

5　これらを実行するための予算を確保すること

◇ 福祉
〇 精神障害・発達障害のある人達の地域包括ケアシステムを構築すること

・精神障害のある人と防災
・東日本大震災などの現地の声や報告を見ていると、避難などに支障があったのは障害のある人たちだった。特に精神障害や発達障害のある人たちは声を上げ助けを求めにくいということだ。

＊支援団体や地域で、他地域での被災経験や調査から学んだり、普段からの当事者の参加のもとでインクルーシブ防災を専門家などと一緒にすすめること。
＊直面しやすい困難や、日頃から備えておきたいこと、支援に求められる視点について当事者との話し合いや意識調査などからしっかり把握すること。

＊避難行動要配慮者の対象要件の拡充を行い、声があげられない人たちの救済を進めること。
・増加傾向にある精神障害のある方たち、発達障害のある人たちが、就労や訓練などを目的としない、ホッとできる居場所をリヒト以外に増やす支援をおこなうこと。

・学校、教育現場での合理的配慮をすすめること、障害に応じたサポートが受けられるようにすること

〇　高齢者福祉に限らないが、移動の保障（デマンド交通など、公共交通の減便対策）をおこなうこと。
こまバスもバスが朝と夕方以降削減され、乗車可能は半減した。社会参加を進めるうえでも必須だ。

〇　係累のいない一人暮らしの方の住まいの確保と生活支援を
居住支援協議会に居住支援法人が加わったことはよかったが、生活全般を支援するために人件費など国や東京都にも支援を要請すること　

〇　介護保険　　

・中山間地や過疎の地方都市など介護保険の規制緩和が始まっている。社会保険として、介護の質が居住地域によって相違するという矛盾が起きている。介護の社会化を崩壊させないためにも国に対して手立てを要請すること。

・特定施設（有料老人ホームなど）でのケア・マネジメント有料化がすすめられた。介護保険の中で一番利用の多いのがケア・マネジメント。介護保険の活用を躊躇させることにもつながりかねない。全体化を止めるよう国に対して要請すること。

・4番目に利用の多いのがホーム・ヘルプサービスだ。

ヘルパー人材の確保はすでに困難になっており、使いたくても使えなくなることは目に見えている。

在宅介護の基盤を支えるホームヘルパーの専門性と役割を正当に評価し、安心して働き続けられる環境を確保するため、基本報酬の引上げを行うこと。
医療的ケアや看取り、認知症等への対応にかかる基本報酬の拡充と体系の抜本的な見直しを国に要請すること。

〇　小規模多機能型居宅介護

認知症、独居・高齢者のみ世帯が増加している現状に対応できる小規模多機能型居宅介護を積極的に導入することが必要だが、なかなか進まない。介護保険サービスの一つのメニューとして、保険者である狛江市は、なぜ公募しても応募する事業所がないことが続いているのか、報酬や周知など課題をしっかり調査して改善案を狛江市だけでなく国にも、東京都にも提案すること。

・終の棲家　特養の不足を解消すること

誰もが有料老人ホームなど特定施設に入居できるわけではない。介護保険が適用される特養の増設が必要だ。計画の検討を行うこと。

〇　ひきこもり

狛江市もUX女子会広域連携に加入を検討すること。

当事者でもあった主宰者の林恭子さん（人間的魅力のある方）にエンパワーされたくて、他自治体の会に参加している狛江市民もいる。

〇　相談ありきでない“支援”の入り口をつくること：見学会・説明会（相談のハードルを下げる）/講座参加という体裁（興味がある程度の人でも参加しやすい）/居場所のオプションとしての相談を組み立てること。

一年に1回だけの開催とかではなく、行きやすくするために定期的、もしくは複数回の開催を行うこと。
◇ 環境

〇 世界的に地球温暖化に向けた政策の足並みが揃わず、停滞しています。
実績の上がらない再エネ切り替えについて年間目標を掲げ、ターゲットを決めて説明に行くなど、具体策を打ち出し実績をあげること。
〇 プラスチックごみ分別収集が市民に浸透していません。分別回収の目的、国の政策の理解を広げること。分別の仕方(汚れ、大きさ)の周知を続けること。
〇 地表をコンクリートで覆うことで雨水が土中に浸透せず下水にながれ、内水氾濫を引き起こす要因になることの周知を宅地開発事業者と市民に広めること。
〇 今夏災害時断水による生活困難が問題となりました。災害時、市内の井戸が活用できるように、公共と提供井戸の稼働点検を徹底すること。
特に避難所となる学校での稼働確認と取り扱い訓練を徹底すること。
〇 引き続き、化学物資過敏症に対する意識を高めるための教育・広報を行うこと。
香害に対する広報を強化すること。洗剤・柔軟剤などの香料は空気拡散する化学物質であり、体調を崩す原因となることを学校から市民にひろげること。
〇 市役所の災害対策井戸(飲用可能)の場所案内板と、災害時でも安心して利用できるようにPFAS 検査結果の表示板も設置すること。
〇 西河原公民館の料理実習室のシンク排水口をひろげる改修を早急に行うこと。このことは20年間要望を続けているが毎年同じ回答で対応がなされないことは大きな問題。どうすれば解決するか話し合いの場を設けることを要望します。
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